
図６　主な所有者別持株比率（単元数ベース）

資料出所　日本取引所グループ「2018年度株式分布状況調査」
注1　1985年度以降は、単位数ベース、2001年度から単元数ベース。
注2　東京、名古屋、福岡、札幌の4証券取引所の上場会社分。東京、名古屋、福岡、札幌の4証券取引所の上場会社分。2004年度
から2009年度までは、JASDAQ証券取引所上場会社分を含み、2010年度以降は大阪証券取引所または東京証券取引所におけるJASDAQ
市場分として含む。
注3　2004年度～2006年度における増減は（株）ライブドアによる大幅な株式分割の実施等の影響による。
注4　各年度の年度末時点（3月末現在）の数値。
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早わかり　グラフでみる長期労働統計

労働政策研究・研修機構（JILPT）




